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【研究の目的】 
 構造不況と不祥事の続発の中で、グローバルな国際化と自由化を迫られている日本の企業は来るべき
２１世紀に、いかなる経営組織を持つべきか、継続的な分析と提言を行いたい。 
 
【研究活動及び成果】 
 2021年8月と2022年3月に研究会を開催し、会社法およびコーポレート・ガバナンスに関する近時の状
況について討論を行った。 
学会発表 

2021年10月 高木 康衣「会社法３５０条の制度趣旨に関する一考察」（日本私法学会） 
刊行物 
 遠藤 喜佳「事業譲渡・営業譲渡における商号の続用要件を考える」 

大杉 謙一「定款自治および定款規定の解釈に関する一考察」 
神山 静香「敵対的買収における取締役の義務」 
高間佐知子「コーポレートガバナンスと企業のサステナビリティ」 
中曽根玲子「違法な公開買付けと議決権行使の可否」 
野田  博「企業集団内部統制システムと従業員」 
廖  海濤「会社法改正と株主総会の法的地位」 
以上、野田博・大杉謙一・小宮靖毅編『商事立法における近時の発展と展望』中央経済社（2021年）

所集 
口頭発表 

2021年8月 高木 康衣「会社法３５０条の制度趣旨に関する一考察」 
2022年3月 高木 康衣「同族会社制度の日独比較」 

小宮 靖毅「ドイツにおける同族会社のコーポレートガバナンス・コード」 
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